
○日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱 

(平成 14 年 1 月 15 日企画第 69 号 各支部長あて社長通知別添) 

改正 平成 16 年 4 月企画第 23 号 平成 22 年 3 月人事第 77 号の 3 

平成 28 年 3 月人事第 110 号 令和 2 年 3 月総法第 11 号の 2 

令和 5 年 3 月総務第 17 号 
 

 

 

(目的)  

第 1 条 この要綱は、日本赤十字社がその保有する情報を自主的に公開するために

必要な事項を定めることにより、日本赤十字社の事業及び運営の透明性を確保す

ることを目的とする。 

(公用文書の定義) 

第 2 条 この要綱において「公用文書」の定義は、日本赤十字社文書取扱規程（平

成 14 年本達丙第 3 号）第 2 条第 1 項の定めに従う。 

(開示の申出) 

第 3 条 何人もこの要綱の定めるところにより、日本赤十字社に対し、日本赤十字

社の保有する公用文書の開示を申し出ることができる。 

(開示申出の手続き) 

第 4 条 前条の規定による開示申出は、別紙様式 1 に必要事項を記入し、本社にあ

っては総務局総務企画部長、支部(地区本部、地区、分区を含む。)にあっては事

務局長、医療施設にあっては院長、園長又は所長、血液センターにあっては所長

並びに社会福祉施設にあっては別表に掲げる者(以下「開示実施責任者」とい

う。)に提出して行う。 

(公用文書の開示) 

第 5 条 開示実施責任者は、開示申出があったときは、開示申出に係る公用文書に

次の各号に掲げる情報(以下「不開示情報」という。)のいずれかが記録されてい

る場合を除き、開示申出者に対し、当該公用文書を開示する。 

(1) 個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記

述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することに

より、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)又は特定の

個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの。 

ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令又は日本赤十字社が定める規定により又は慣行として公にされ、又は

公にすることが予定されているもの。 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であ

ると認められるもの。 



ウ 当該個人が日本赤十字社の役員又は職員である場合において、当該情報が

その職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち当該個人の職及び

当該職務遂行の内容に係る部分。 

(2) 日本赤十字社以外の法人その他の団体(以下「法人等」という。)に関する情

報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。 

ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報を除く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあるもの。 

イ 日本赤十字社の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたも

のであって、法人等又は個人における通例として公にしないこととされてい

るものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照

らして合理的であると認められるもの。 

(3) 日本赤十字社、国、地方公共団体等の内部又は相互間における審議、検討又

は協議に関する情報であって、次に掲げるもの。 

ア 公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当

に損なわれるおそれがあるもの。 

イ 不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがあるもの。 

ウ 特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの。 

(4) 日本赤十字社が行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

もので、次に掲げるもの。 

ア 監査、検査又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするお

それ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にす

るおそれがあるもの。 

イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、日本赤十字社の財産上の利益又は

当事者としての地位を不当に害するおそれがあるもの。 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害する

おそれがあるもの。 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすお

それがあるもの。 

オ 日本赤十字社が運営している事業に関し、その事業の運営上の正当な利益

を害するおそれがあるもの。 

カ その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるもの。 



2 前項第 1 号の場合であって、本人から自らに関する情報の開示を求められたとき

は、日本赤十字社の保有する個人情報保護規程(平成 15 年本達丙第 49 号)により

取り扱うこととする。 

(部分開示) 

第 6 条 開示実施責任者は、開示申出に係る公用文書の一部に不開示情報が記録さ

れている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除く

ことができるときは、開示申出者に対し、当該部分を除いた部分につき開示する。 

ただし、当該部分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められる

ときは、この限りでない。 

2 開示申出に係る公用文書に前条第 1 項第 1 号の情報(特定の個人を識別すること

ができるものに限る。)が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、

生年月日その他の特定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を

除くことにより、公にしても、個人の権利利益が害されるおそれがないと認めら

れるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、

前項の規定を適用する。 

(公益上の理由による裁量的開示) 

第 7 条 開示実施責任者は、開示申出に係る公用文書に不開示情報が記録されてい

る場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、開示申出者に対し、

当該公用文書を開示することができる。 

(公用文書の存否に関する情報) 

第 8 条 開示申出に対し、当該開示申出に係る公用文書が存在しているか否かを答

えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、開示実施責任者は、当該

公用文書の存否を明らかにしないで、当該開示申出を拒否することができる。 

(開示申出に対する措置) 

第 9 条 開示実施責任者は、開示申出に係る公用文書に対する措置結果を、別紙様

式 2 により開示申出者に対し通知する。 

(開示通知等の期限) 

第 10 条 前条の通知は、原則として開示申出があった日から起算して 30 日以内に

行うものとする。 

(事案の移送等) 

第 11 条 開示実施責任者は、開示申出に係る公用文書が他の開示実施責任者におい

て開示をすることにつき正当な理由があるときは、当該他の開示実施責任者と協

議の上、当該他の開示実施責任者に対し、別紙様式 3 により事案を移送するもの

とする。この場合において、移送をした開示実施責任者は、開示申出者に対し、

事案を移送したことを別紙様式 4 により通知する。 



2 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた開示実施責任者におい

て、当該開示申出についての開示決定等をし、開示決定をしたときは開示を実施

する。 

(第三者意見の照会) 

第 12 条 開示申出に係る公用文書に日本赤十字社及び開示申出者以外の者(以下

「第三者」という。)に関する情報が記録されているときは、開示実施責任者は、

開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、開示申出に係る公

用文書の当該第三者に関する情報の内容等を別紙様式 5 により通知し、意見を求

めることができる。 

2 前項の規定により意見書の提出を求められた第三者が当該公用文書の開示に反対

の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示

決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも 2 週間を置くものとする。この

場合において、開示実施責任者は、開示決定後直ちに、当該意見書を提出した第

三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を別紙様式 6

により通知するものとする。 

(開示の実施) 

第 13 条 公用文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、

電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘案して行う。 

2 前項の開示の具体的実施方法は、別紙 1 の「公用文書の開示の実施方法」による

ものとする。 

(費用の負担) 

第 14 条 開示申出者又は公用文書の開示を受ける者は、別紙 2 の「費用の負担額等」

により、それぞれ開示申出に係る費用又は開示の実施に係る費用を負担する。 

(不服申出) 

第 15 条 開示申出者は、第 9 条に基づく開示実施責任者の開示申出に対する措置に

対し不服があるときは、当該開示実施責任者に対し、別紙様式 7 により不服申出

をすることができる。 

2 開示実施責任者は、前項の規定による不服申出があったときは、当該不服申出に

ついて検討し、その結果を速やかに当該不服申出者に対し、別紙様式 8 により通

知する。 

(情報提供に関する施策の充実) 

第 16 条 日本赤十字社は、その保有する情報が迅速かつ適切な方法で明らかにされ

るよう保有する情報の提供に関する施策の充実に努めるものとする。 

(公用文書の管理) 

第 17 条 この要綱の適正かつ円滑な実施を期するため、日本赤十字社文書取扱規程

の定めるところにより、公用文書を適正に管理するものとする。 



(細部事項) 

第 18 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別に定

める。 

 

附 則 

1 この要綱は、平成 14 年 4 月 1 日から施行し、平成 13 年 4 月 1 日以降に作成又は

取得した文書に関して適用する。 

2 前項の規定にかかわらず、代議員会、理事会、常任理事会及び評議員会付議事案、

並びに本社、各支部・施設が作成した個別の歳入歳出予算書、事業計画書、決算

書(内訳、調書、明細表、証明書等を含む。)については、平成 13 年 3 月 31 日以

前に作成したものについてもこの要綱を適用する。 

附 則(平成 16 年 4 月企画第 23 号) 
 

この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 22 年 3 月人事第 77 号の 3) 
 

この改正は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 28 年 3 月人事第 110 号) 
 

この改正は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 2 年 3 月総法第 11 号の 2) 
 

この改正は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 5 年 3 月総務第 17 号) 
 

この改正は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

（別表） 

社会福祉施設における開示実施責任者 

施設名 開示実施責任者 

日本赤十字社千葉県支部義肢製作所 千葉県支部事務局長 

大阪赤十字病院附属大手前整肢学園 大阪赤十字病院長 

その他の社会福祉施設 社会福祉施設長 

 



(別紙１) 

公用文書の開示の実施方法 

日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第 13条(開示の実施)第２項に規

定する公用文書の開示の具体的実施方法は、次のとおりとする。 

ただし、視聴及び複写等に必要な機器の保有状況等に応じ、最も合理的かつ実施可能な

方法により開示を実施するものとする。 

１ 次の各号に掲げる文書又は図画の閲覧の方法は、それぞれ当該各号に定めるものを

閲覧することとする。 

(１) 文書又は図画((２)(３)(４)及び４を除く。) 

当該文書又は図画（当該文書の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその

他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができるものとし、次

項第 1号アに規定するもの） 

(２) マイクロフィルム 

当該マイクロフィルムを専用機器により映写したもの。ただし、これにより難い場

合にあっては、当該マイクロフィルムを日本産業規格Ａ列１番(以下「Ａ１判」とい

う。)以下の大きさの用紙に印刷したもの 

(３) 写真フィルム 

当該写真フィルムを印画紙(縦 89ミリメートル、横 127ミリメートルのもの又は縦

203ミリメートル、横 254ミリメートルのものに限る。以下同じ。)に印画したもの 

(４) スライド（２（４）及び５を除く。） 

当該スライドを専用機器により映写したもの 

２ 次の各号に掲げる文書又は図画の開示の実施の方法は、それぞれ当該各号に定める

方法とする。 

(１) 文書又は図画((２)(３)(４)及び４を除く。) 

ア 当該文書又は図画を複写機により日本産業規格Ａ列３番(以下「Ａ３判」という。)

以下の大きさの用紙に複写したものの交付（イに掲げる方法に該当するものを除

く。）。ただし、これにより難い場合にあっては、当該文書若しくは図画を複写機に



よりＡ１判若しくは日本産業規格Ａ列２番(以下「Ａ２判」という。)の用紙に複写し

たものの交付（イに掲げる方法に該当するものを除く。）又は当該文書若しくは図画

を撮影した写真フィルムを印画紙に印画したものの交付 

イ 当該文書又は図画を複写機により用紙にカラーで複写したものの交付 

ウ 当該文書又は図画をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録をフレキシブルデ

ィスクカートリッジ（日本産業規格Ｘ6223に適合する幅 90ミリメートルのものに限

る。別紙２の表中７⑤において同じ。）又は光ディスク（日本産業規格Ｘ0606及びＸ

6281又はＸ6241に適合する直径 120ミリメートルの光ディスクの再生装置で再生する

ことが可能なものに限る。）に複写したものの交付 

エ 当該文書又は図画をスキャナにより読み取ってできた電磁的記録を電子メールによ

って開示を受ける者の電子計算機に送信することによる交付 

(２) マイクロフィルム 

当該マイクロフィルムを日本産業規格Ａ列４番(以下「Ａ４判」という。)の用紙に

印刷したもの。ただし、これにより難い場合にあっては、Ａ１判、Ａ２判又はＡ３判

の用紙に印刷したものの交付 

(３) 写真フィルム 

当該写真フィルムを印画紙に印画したものの交付 

(４) スライド 

当該スライドを印画紙に印画したものの交付 

３ 次の各号に掲げる電磁的記録についての開示の実施は、それぞれ当該各号に定める

方法とする。 

(１) 録音テープ(５を除く。以下この号において同じ。)又は録音ディスク 

ア 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器により再生したものの聴取 

イ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音カセットテープ(日本産業規格Ｃ5568に適

合する記録時間 120分のものに限る。別紙２の表中５②において同じ。)に複写したも

のの交付 

(２) ビデオテープ又はビデオディスク 



ア 当該ビデオテープ又はビデオディスクを専用機器により再生したものの視聴 

イ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをビデオカセットテープ(日本産業規格Ｃ5581

に適合する記録時間 120分のものに限る。以下同じ。)に複写したものの交付 

(３) 電磁的記録((１)(２)(４)及び４を除く。) 

次のアからオに掲げる方法であって、日本赤十字社が保有する処理装置及びプログ

ラムにより行うことができるもの 

ア 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの閲覧 

イ 当該電磁的記録を専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するために備

え付けられているものに限る。別紙２の表中７②において同じ。）により再生したも

のの閲覧又は視聴 

ウ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの交付（エに掲げる方

法に該当するものを除く。） 

エ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙にカラーで出力したものの交付 

オ 当該電磁的記録をフレキシブルディスクカートリッジ又は光ディスクに複写したも

のの交付 

カ 当該電磁的記録を電子メールによって開示を受ける者の電子計算機に送信すること

による交付 

４ 映画フィルムの開示の実施は、以下により行う。 

(１) 当該映画フィルムを専用機器により映写したものの視聴 

(２) 当該映画フィルムをビデオカセットテープに複写したものの交付 

５ スライド及び当該スライドの内容に関する音声を記録した録音テープを同時に視聴

する場合における開示の実施は、以下により行う。 

(１) 当該スライド及び当該録音テープを専用機器により再生したものの視聴 

(２) 当該スライド及び当該録音テープをビデオカセットテープに複写したものの交付 

 



(別紙２) 

費用の負担額等 

日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第 14条(費用の負担)に規定する

費用の負担額等は、次に掲げる費用負担額の区分に応じ、それぞれに定める額(税込)と

し、開示申出費用は開示申出書の提出時に、開示実施費用は開示実施時に、開示申出者が

現金又は銀行振込み（手数料は開示申出者の負担とする。）等により負担するものとす

る。 

なお、公用文書の写しを送付する場合は、原則として送料は無料とする。 

(１) 開示申出費用負担額 

開示申出１件につき 300円 

(２) 開示実施費用負担額 

開示を受ける公用文書１件につき、次の表の左欄に掲げる公用文書の種別ごとに、同

表の中欄に掲げる開示の実施の方法に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額(複数の実

施の方法により開示を受ける場合にあっては、その合算額)。 

ただし、300円に達するまでは無料とし、300円を超えるときは当該金額から 300円

を減じた額とする。 

 

公用文書の種別 開示の実施の方法 開示実施費用負担額 

１１ 文書又は図画

(２、３、４及び８

を除く。) 

① 閲覧 100枚までごとにつき 100円 

② 撮影した写真フ

ィルムを印画紙に

印画したものの閲

覧 

１枚につき 100円に 12枚までごとに 760

円を加えた額 

③ 複写機により用

紙に複写したもの

の交付（④に掲げ

る方法に該当する

ものを除く。） 

用紙１枚につき 10円(Ａ２判については 40

円、Ａ１判については 80円) 

④ 複写機により用

紙にカラーで複写

したものの交付 

用紙１枚につき 20円（Ａ２判については

140円、Ａ１判については 180円） 

⑤ 撮影した写真フ

ィルムを印画紙に

印画したものの交

付 

１枚につき 120円(縦 203ミリメートル、

横 254ミリメートルのものについては、

520円)に 12枚までごとに 760円を加えた

額 

⑥ スキャナにより

読み取ってできた

１枚につき 50円に当該文書又は図画１枚

ごとに 10円を加えた額 



電磁的記録をフレ

キシブルディスク

カートリッジに複

写したものの交付 

⑦ スキャナにより

読み取ってできた

電磁的記録を光デ

ィスク（日本産業

規格Ｘ0606及びＸ

6281に適合する直

径百 20ミリメー

トルの光ディスク

の再生装置で再生

することが可能な

ものに限る。）に

複写したものの交

付 

１枚につき 100円に当該文書又は図画１枚

ごとに 10円を加えた額 

⑧ スキャナにより

読み取ってできた

電磁的記録を光デ

ィスク（日本産業

規格Ｘ6241に適合

する直径 120ミリ

メートルの光ディ

スクの再生装置で

再生することが可

能なものに限

る。）に複写した

ものの交付 

１枚につき 120円に当該文書又は図画１枚

ごとに 10円を加えた額 

⑨ 電子メールを利

用した方法 

当該文書又は図画１枚につき 10円 

２２ マイクロフィル

ム 

① 用紙に印刷した

ものの閲覧 

用紙１枚につき 10円 

② 専用機器により

映写したものの閲

覧 

１巻につき 290円 



③ 用紙に印刷した

ものの交付 

用紙１枚につき 80円(Ａ３判については

140円、Ａ２判については 370円、Ａ１判

については 690円) 

３３ 写真フィルム ① 印画紙に印画し

たものの閲覧 

１枚につき 10円 

② 印画紙に印画し

たものの交付 

１枚につき 30円(縦 203ミリメートル、横

254ミリメートルのものについては、430

円) 

４４ スライド(９を

除く。) 

① 専用機器により

映写したものの閲

覧 

１巻につき 390円 

② 印画紙に印画し

たものの交付 

１枚につき 100円(縦 203ミリメートル、

横 254ミリメートルのものについては、

1300円) 

５５ 録音テープ(９

を除く。)又は録音

ディスク 

① 専用機器により

再生したものの聴

取 

１巻につき 290円 

② 録音カセットテ

ープに複写したも

のの交付 

１巻につき 430円 

６６ ビデオテープ又

はビデオディスク 

① 専用機器により

再生したものの視

聴 

１巻につき 290円 

② ビデオカセット

テープに複写した

ものの交付 

１巻につき 580円 

７７ 電磁的記録

(５、６、８を除

く。) 

① 用紙に出力した

ものの閲覧 

用紙 100枚までごとにつき 200円 

② 専用機器により

再生したものの閲

覧又は視聴 

１ファイルにつき 410円 

③ 用紙に出力した

ものの交付（④に

掲げる方法に該当

用紙１枚につき 10円 



するものを除

く。） 

④ 用紙にカラーで

出力したものの交

付 

用紙１枚につき 20円 

⑤ フレキシブルデ

ィスクカートリッ

ジに複写したもの

の交付 

１枚につき 50円に１ファイルごとに 210

円を加えた額 

⑥ 光ディスク（日

本産業規格Ｘ0606

及びＸ6281に適合

する直径 120ミリ

メートルの光ディ

スクの再生装置で

再生することが可

能なものに限

る。）に複写した

ものの交付 

１枚につき 100円に１ファイルごとに 210

円を加えた額 

⑦ 光ディスク（日

本産業規格Ｘ6241

に適合する直径

120ミリメートル

の光ディスクの再

生装置で再生する

ことが可能なもの

に限る。）に複写

したものの交付 

１枚につき 120円に１ファイルごとに 210

円を加えた額 

⑧ 電子メールを利

用した方法 

１ファイルにつき 210円 

８８ 映画フィルム ① 専用機器により

映写したものの視

聴 

１巻につき 390円 

② ビデオカセット

テープに複写した

ものの交付 

6,800円(16ミリメートル映画フィルムに

ついては 13,000円、35ミリメートル映画

フィルムについては 10,100円)に記録時間

10分までごとに 2,750円(16ミリメートル



映画フィルムについては 3,200円、35ミリ

メートル映画フィルムについては 2,650

円)を加えた額 

９９ スライド及び録

音テープ(公用文書

の開示の実施方法５

に規定する場合にお

けるものに限る) 

① 専用機器により

再生したものの視

聴 

１巻につき 680円 

② ビデオカセット

テープに複写した

ものの交付 

5,200円(スライド 20枚を超える場合にあ

っては、5,200円にその超える枚数１枚に

つき 110円を加えた額) 

備考 

１③④、２③又は７③④の場合において、両面印刷の用紙を用いるときは、片面を１

枚として額を算定する。 

 



別紙様式１（第４条関係） 

年  月  日 

公 用 文 書 開 示 申 出 書 

日本赤十字社 御中 

 氏名又は名称：（法人その他の団体にあってはその名称及び代表者の氏名） 

  

 住所又は居所：（法人その他の団体にあっては主たる事務所等の所在地） 

 〒 

  

 電話：   （   ）      e-mail：                                 

 連絡先：（連絡先が上記の本人以外の場合は、連絡担当者の氏名・住所・電話番号） 

  

日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第４条の規定により、次のとおり公用文書

の開示を申し出ます。 

公用文書の名称等 

 

公用文書が特定できるよう、公

用文書の名称、内容等をできる

だけ具体的に記載してくださ

い。 

 

開示の実施の方法 

 

希望する方法の番号を〇で囲

んでください。 

１を選択された場合は、具体的

な方法を〇で囲み、施設名及び

希望日時を記載してください。 

１．日本赤十字社の施設（施設名：            ） 

における開示の実施を希望する。 

（実施の方法  ：①閲覧  ②視聴  ③写しの交付） 

(実施希望日時：  年  月  日 午前・午後  時  分) 

 

２．写しの送付を希望する。 

※備 考  

注１ 上記要綱に基づく開示申出費用（申出１件につき300円）及び開示実施費用を負担していた 

だきます。 

２ 開示の実施の方法については、必要な機器の保有状況等によりご希望に添えない場合が 

  あります。 

３ ※の欄は記入する必要はありません。  



別紙様式２（第９条関係） 

○ ○ ○ 第   号 

年  月  日 

開示申出の公用文書に係る措置結果通知書 

 

          様 

（開示申出者） 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

    年  月  日付けで開示申出のありました公用文書について、次のとおり措置するこ

ととしましたので、日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第９条の規定により通知

します。 

公用文書の名称等  

措置の内容 

１ 開示します。 

２ 部分開示とします。開示できない部分及びその理由は下記

のとおりです。 

３ 不開示とします。理由は下記のとおりです。 

４ 該当文書は存在しません。 

５ 要綱第８条の規定に基づき、当該開示申出を拒否します。 

開示の実施の方法 １ 閲覧・視聴  ２ 写しの交付  ３ 写しの送付 

開示を実施する日時・場所 日 時     年  月  日午前・午後  時  分 

 場 所  

開示の実施に要する費用の額 

合計          円 

内訳： 

 

開示しないこととした部分 

 
 

開示しないこととした理由 

 

 

 

 

担当部署 

 

部署：             担当者： 

電話：             内線： 

注１ 措置の結果について、不服申出をすることができます。 

２ 開示の実施方法が１又は２の場合は、この通知書をご持参のうえ上記日時にお越しくださ

い。 

３ 写しの送付を希望された場合には、上記費用を添付請求書に記載した指定銀行口座にお振

込みいただくか、現金書留でご送金願います。入金が確認され次第当該写しを送付します。 

４ 写しには電磁的記録を用紙に出力したものが含まれます。 
 

 



別紙様式３（第11条第１項関係） 

○ ○ ○ 第   号 

年  月  日 

開示申出に係る事案の移送通知書 

日本赤十字社 

（移送先施設名） 

（移送先の開示実施責任者職氏名）  様 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

    年  月  日付けで開示申出のあった事案について、日本赤十字社の保有する情報の

公開に関する実施要綱第11条第１項の規定により、公用文書開示申出書を添付のうえ、次のとおり

移送します。 

公用文書の名称等  

移送前に行った 

作業の概要 
 

移送をした理由 

（複数の他の開示実

施責任者に移送する

場合には、その旨） 

 

担当部署 

 

部署：                担当者： 

TEL： 

FAX： 

E-Mail： 

 
 



別紙様式４（第11条第１項関係） 

○○○ 第   号の２ 

年  月  日 

開示申出の公用文書に係る事案の移送について 

 

          様 

（開示申出者） 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

 

 

    年  月  日付けで開示申出のありました事案について、日本赤十字社の保有する情

報の公開に関する実施要綱第11条第１項の規定に基づき、次のとおり移送しましたので通知しま

す。 

なお、本件に関する今後の開示の実施等は移送先の施設等が行うこととなりますので、ご承知お

きください。 

 

開示申出先支部・施設名  

移送先支部・施設名  

公用文書の名称等  

開示申出年月日      年   月   日 

移送年月日      年   月   日 

移送の理由  

移送先の部署 

 

部署：             担当者： 

電話：             内線： 

 
  



別紙様式５（第12条第１項関係） 

○ ○ ○ 第   号 

年  月  日 

公用文書の開示申出に係る意見照会書 

 

            様 

（第三者） 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱に基づき、当社の保有する次の公用文書に

ついて開示申出がありましたが、当該公用文書には （第三者氏名、法人名等） に関する情報が

記録されていますので、同要綱第12条第１項（注）の規定により、ご意見を伺います。 

つきましては、別添「公用文書の開示に関する意見書」により、    年  月  日までに

ご回答いただきますようお願い申し上げます。 

 

開示申出先支部・施設名  

開示申出のあった公用文

書の名称等 
 

開示申出の年月日      年   月   日 

上記公用文書に記録され

ている （第三者氏名、法

人名等） に関する情報の

内容等 

 

意見書の提出先及び事務

担当 

支部・施設名： 

住所： 

部署：             担当者： 

電話：             内線： 

（注）要綱第12条：開示申出に係る公用文書に日本赤十字社及び開示申出者以外の者（以下「第

三者」という。）に関する情報が記録されているときは、開示実施責任者は、開示決定等をする

に当たって、当該情報に係る第三者に対し、開示申出に係る公用文書の当該第三者に関する情

報の内容等を別紙様式５により通知し、意見を求めることができる。 

２ 前項の規定により意見書の提出を求められた第三者が当該公用文書の開示に反対の意思を表

示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施す

る日との間に少なくとも２週間を置くものとする。この場合において、開示実施責任者は、開

示決定後直ちに、当該意見書を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに

開示を実施する日を別紙様式６により通知するものとする。 

 

 



別添 

年  月  日 

公用文書の開示に関する意見書 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名  あて 

 氏名又は名称： 

  

 住所又は居所： 

  

  

 電話： 

 連絡先／担当者名：（連絡先が上記以外の場合） 

  

    年  月  日付けで照会のあった次の公用文書の開示について、次のとおり意見を提

出します。 

開示申出のあった公用文書の

名称等 
 

上記公用文書を開示すること

についての意見 

（該当番号を○で囲んでくだ

さい） 

１ 開示しても差し支えない 

 

２ 開示に反対する 

開示に反対する場合の理由  

 
  

 



別紙様式６（第12条第２項関係） 

○ ○ ○ 第   号 

年  月  日 

公用文書の開示についてのお知らせ 

 

               様 

（反対意見書を提出した第三者） 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

 

    年  月  日付けで開示に反対する意見書の提出がありました公用文書について、次

のとおり開示することとしましたので、日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第12

条第２項の規定により通知します。 

 

公用文書の名称等  

開示申出の年月日       年   月   日 

公用文書に記録されている 

（第三者氏名、法人名等）に 

関する情報の内容等 

 

開示することとした理由  

開示しないこととした部分  

開示を実施する日       年   月   日 

担当部署 
部署：             担当者： 

電話：             内線： 

 
  



別紙様式７（第15条第１項関係） 

    年  月  日 

不 服 申 出 書 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名  あて 

 

 氏名又は名称 

  

 （不服申出者） 

 

「開示申出の公用文書に係る措置結果通知書」（    年  月  日付 ○○○第○○号）

について、日本赤十字社の保有する情報の公開に関する実施要綱第15条第１項の規定により、次の

とおり不服申出を行います。 

公用文書の名称等  

措置内容 部分開示   不開示   文書不存在   開示申出拒否 

不服申出の内容  

 
  



別紙様式８（第15条第２項関係） 

○ ○ ○ 第   号 

年  月  日 

不服申出に係る検討結果について 

 

              様 

（不服申出者） 

 

日本赤十字社 

支部・施設名 

開示実施責任者の職氏名 

 

 

    年  月  日付けで不服申出のありましたことについて、日本赤十字社の保有する情

報の公開に関する実施要綱第15条第２項の規定により次のとおり回答します。 

 

公用文書の名称等  

検討の結果  

備 考  

 
  


